


















































































































































































































































平成六年度分以降 ついて当該の表を改めている︒平成六年初に経年減点補正率を修正している可能性が高い︒おそらく︑その当時課税庁は︑既に冷凍倉庫に対する経年減点補正率の妥当性につき疑問 持ち始めていたのであろうし︑他の地方公共団体での争訟に も情報を得ていたのであろう︒さら ︑
固定資産税について︑固定資産税の課税















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































が初めて問題となったのは 昭和四九年に建築された本件１建物であるところ︑その際に上記解釈を採用するに当たり︑具体的にどのような検討がされたかが何ら明らかではないこと︑③（略）課長補佐は︑本件建物の次に﹃冷凍倉庫用のもの﹄に当たるかどうかが問題となる事例が生じたの ︑平成七年のことであり ︑先輩職員から上記解釈を採用すべきであるこ を口頭で教示されたと供述するが︑他方では︑そ 先輩職員が誰であったかは覚えておらず︑また︑当時︑固定資産税を担当していた職員の中に︑昭和五〇年前後に
本件建物が﹃冷凍倉庫用のもの﹄に当



































































































































































































































































































































































































































































































































































適正に固定資産評価基準を解釈した上︑その解釈に従って︑実地調査や納税者から提出された書類等を確認・閲覧し︑上記解釈 従って当該固定資産 評価を行うなど︑税務担当者として通常要求される程度の注意を払って当該固定資産に係る固定資産税等の賦課処分 行うなど︑固定資産の価格決定及び固定資産税等の
賦課処分の主体として通常要


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































り定められた税法上の一種のテクニックないし擬制にすぎず︑固定資産税等の課税処分の主体に固定資産課税台帳の記載事項について何らの審査権限も認められて ないというような場合であれば格別︑現実には︑控訴人が主張しいるとお ︑固定資産の価格等の決定︑当該固定資産 価格等の固定資産課税台帳へ 登録 そ に基づく固定資産
二〇














































































































































































































































































































課税方式を採用していること︑住宅用地の特例の適用の可否は︑控訴人が有する住民票︑土地課税台帳等の資料及び実地調査等から認定することが可能であり︑本件土地について︑これらの手段によっても住宅用 の特例の適用の可否の判断に困難を伴うなどの特段の事情が存した旨の主張立証は﹂なく 提 は﹁少なくとも過失があったものと認められ﹂
︑﹁基本的には自ら課税要件を認定して課税すべきであるから︑土地所有者の不申告を理由に︑固定資産税



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































リング・タワー 必要不可欠 のに︑それを実地にたしかめることなく︑クーリング・タワーのない冷蔵庫とまちがえることは︑まさに重大な 性があると言わざるを得ない︒固定資産税の課税方法を全面的に改める必要がある︒同様に︑住宅特例を適用され くとも︑納税者は救済される可能性は高い︒
固定資産税の誤課税の救済（三・完） （西野敞雄）
二七
（
1）　
同
じ
一
月
二
三
日
︑
神
戸
地
裁
も
企
業
十
一
社
が
神
戸
市
及
び
尼
崎
市
の
冷
凍
倉
庫
に
関
す
る
誤
っ
た
課
税
を
否
定
し
た
︒
こ
れ
に
対
し
︑
市
の
担
当
課
長
は
︑﹁
市
の
主
張
が
認
め
ら
れ
ず
残
念
だ
︒
判
決
を
精
査
し
対
応
を
検
討
し
た
い
﹂
と
述
べ
て
い
る
（
神
戸
新
聞
）︒
本
件
事
例
の
第
一
審
・
大
阪
地
裁
判
決
と
同
趣
旨
の
対
応
で
あ
る
︒
（
2）　
富永浩吉
﹁
家屋評価における経年減価の考え方と
﹃
冷凍倉庫
﹄﹃
冷蔵倉庫
﹄
等の取扱い
﹂（
上
）・（
下
）︑
税二〇一〇年九月
・
一
〇
月
号
参
照
︒
こ
れ
に
よ
れ
ば
︑
平
成
六
年
度
に
お
い
て
も
経
年
減
点
補
正
率
基
準
表
の
改
正
が
行
わ
れ
た
︒
大
阪
と
名
古
屋
の
事
例
を
ふ
ま
え
て
改
正
が
行
わ
れ
た
の
で
あ
ろ
う
︒
こ
の
取
扱
い
を
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
に
か
け
︑
そ
の
結
果
を
総
務
省
が
変
更
し
た
の
は
︑
年
金
に
か
か
る
所
得
税
と
相
続
税
の
二
重
課
税
に
伴
う
処
理
と
名
古
屋
と
大
阪
に
お
け
る
﹁
冷
凍
倉
庫
﹂
の
事
例
を
参
考
に
し
た
と
考
え
ら
れ
る
︒
　
　
　
も
っ
と
も
︑
富
永
浩
吉
氏
は
︑﹁
冷
凍
倉
庫
用
の
も
の
﹂
を
﹁
冷
蔵
倉
庫
の
も
の
﹂
に
戻
す
べ
き
と
す
る
︒
そ
し
て
︑﹁
そ
れ
に
よ
っ
て
改
正
経
緯
と
も
整
合
し
︑
さ
ら
に
︑
評
価
︑
課
税
の
現
場
に
お
け
る
将
来
の
混
乱
を
回
避
す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
﹂
と
す
る
︒
　
　
　
こ
の
見
解
は
︑
現
場
サ
イ
ド
に
ウ
ェ
イ
ト
を
置
き
す
ぎ
る
︒
現
在
の
固
定
資
産
税
の
現
場
を
考
え
る
と
わ
か
ら
な
い
わ
け
で
は
な
い
が
︑
納
税
者
か
ら
す
れ
ば
︑
法
人
税
の
実
務
に
あ
わ
せ
る
べ
き
で
あ
る
︒
富
永
浩
吉
氏
の
見
解
に
よ
れ
ば
︑
最
高
裁
の
判
決
の
意
義
は
薄
れ
る
︒
（
3）　
小澤道一
﹁
課税処分に係る取消争訟制度の排他的管轄と国家賠償請求との関係
　
　
判例
・学説の分析と検討
﹂（
上
・下
）
判
例
時
報
二
〇
六
一
号
・
二
〇
六
二
号
参
照
︒
（
4）　
富
永
浩
吉
﹁
家
屋
評
価
に
お
け
る
経
年
減
価
の
考
え
方
と
﹃
冷
凍
倉
庫
﹄﹃
冷
蔵
倉
庫
﹄
等
の
取
扱
い
（
下
）﹂
税
二
〇
一
〇
年
一
〇
号
一
四
〇
頁
︒
そ
れ
で
は
︑
判
決
後
︑
経
年
減
点
補
正
率
基
準
表
を
旧
に
戻
す
こ
と
は
︑
理
解
し
難
い
︒
（
5）　
冷
凍
倉
庫
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
が
問
題
に
な
っ
て
い
る
現
状
を
︑
大
阪
府
知
事
が
知
ら
な
い
は
ず
は
な
い
︒
と
な
る
と
︑
大
阪
府
及
び
自
治
省
（
総
務
省
）
と
の
調
整
が
必
要
と
な
る
︒
そ
の
こ
と
を
考
え
る
と
︑
説
得
力
の
な
い
準
備
書
面
と
な
っ
た
の
も
や
む
を
得
な
い
︒
　
　
　
なお
︑
控訴人の主張は
︑
塩野宏
・﹁
行政法Ⅰ
︹
第五版
︺
一四八頁あるいは占部裕典
﹁
租税法の解釈と立法政策
﹂
八〇五頁以
下
に
よ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
が
︑
国
家
賠
償
法
一
条
の
文
理
に
反
す
る
結
果
と
な
る
︒
（
6）　
た
と
え
ば
︑
共
同
相
続
人
間
の
財
産
隠
匿
に
お
け
る
無
申
告
加
算
税
の
可
否
が
問
題
と
な
っ
た
事
例
（
大
阪
高
判
平
成
五
年
一
一
月
一
九
日
行
裁
例
集
四
四
巻
一
一
・
一
二
号
一
〇
〇
〇
頁
）
で
︑
共
同
相
続
人
が
市
役
所
に
相
続
財
産
の
状
況
を
問
合
せ
た
と
こ
ろ
︑
市
役
所
に
開
示
を
拒
否
さ
れ
た
こ
と
が
︑
無
申
告
の
﹁
正
当
理
由
﹂
と
な
る
と
原
告
は
主
張
し
て
い
る
が
︑
大
阪
高
裁
は
︑
あ
っ
さ
り
﹁
正
当
理
由
﹂
と
な
ら
な
い
と
し
た
︒
こ
の
扱
い
に
つ
い
て
︑
東
京
の
学
識
経
験
者
は
問
題
と
さ
れ
る
が
︑
相
続
財
産
を
銀
行
に
貸
し
︑
銀
行
の
支
店
長
が
あ
い
さ
つ
に
来
て
い
る
こ
と
︑
こ
二八
の
事
例
の
舞
台
が
テ
レ
ビ
ド
ラ
マ
の
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
こ
と
及
び
ド
ラ
マ
の
中
に
大
阪
の
特
殊
事
情
が
隠
さ
れ
て
い
る
こ
と
（
大
阪
府
も
熟
知
の
事
実
で
あ
る
）
等
を
考
え
あ
わ
せ
れ
ば
︑
判
示
が
あ
い
ま
い
に
な
っ
て
い
る
の
は
︑
や
む
を
得
な
い
︒
（
7）　
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
三
八
七
号
の
解
説
に
よ
れ
ば
︑
福
岡
地
裁
・
仙
台
地
裁
等
に
も
係
属
し
て
い
る
︒
こ
れ
は
︑
冷
凍
倉
庫
の
所
在
地
を
考
え
れ
ば
納
得
で
き
る
︒
こ
の
ほ
か
︑
静
岡
・
千
葉
・
津
各
地
裁
に
係
属
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
︒
　
　
　
な
お
︑
前
述
の
判
例
タ
イ
ム
ズ
の
解
説
は
︑﹁
一
部
に
つ
い
て
は
高
裁
の
判
断
も
示
さ
れ
て
い
た
︒﹂
と
あ
る
の
は
︑
や
や
不
正
確
な
記
述
で
あ
る
︒
（
8）　
金
子
宏
﹁
租
税
法
（
第
十
八
版
）﹂
九
三
頁
・
九
四
頁
参
照
︒
（
9）　
国
・
地
方
公
共
団
体
の
徴
集
し
過
ぎ
分
を
二
十
年
も
溯
っ
て
返
す
こ
と
自
体
︑
不
当
利
得
と
認
め
た
の
で
は
な
い
の
か
︒
そ
れ
な
ら
ば
︑
個
別
に
返
還
の
範
囲
を
自
由
に
決
め
て
よ
い
と
い
う
の
は
言
い
す
ぎ
で
あ
り
︑
臨
時
特
例
企
業
税
条
例
を
否
定
す
る
こ
と
と
首
尾
一
貫
し
な
い
︒
（
10）　
た
と
え
ば
︑
堺
市
の
事
例
に
お
い
て
先
輩
よ
り
教
え
ら
れ
た
と
い
う
解
釈
も
独
自
の
も
の
で
あ
る
︒
各
課
税
庁
に
は
︑
そ
の
よ
う
な
独
自
の
解
釈
・
言
い
伝
え
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
︒
（
11）　﹁
固定資産税制度に関する調査研究
　
　
判例資料集
﹂
財団法人資産評価システム研究センター
（
平成二一年三月
）
及び
﹁
固
定
資
産
税
の
制
度
に
関
す
る
調
査
研
究
　
　
固
定
資
産
税
の
判
例
の
分
析
に
関
す
る
調
査
研
究
　
　
﹂
財
団
法
人
資
産
評
価
シ
ス
テ
ム
研
究
セ
ン
タ
ー
（
平
成
二
二
年
三
月
）︒
（
12）　﹁
固定資産税に関する判例詳解
﹂
地方税
︑
二〇一〇年九月号ないし二〇一一年二月号所収
︒
担当者は
︑
阿部雪子
・宮本十至
子
・
手
塚
貴
大
・
柴
由
花
・
松
原
由
里
︒
（
13）　
日
下
文
男
﹁
誤
課
税
・
誤
徴
収
と
国
家
賠
償
　
神
戸
市
過
納
固
定
資
産
税
等
相
当
分
国
家
賠
償
請
求
事
件
を
素
材
と
し
て
﹂
税
二
〇
〇
九
年
一
一
月
号
一
五
六
頁
以
下
︒
と
く
に
︑
一
五
七
頁
︒
　
　
　
こ
の
論
文
は
︑
前
に
言
及
し
た
名
古
屋
高
判
平
成
二
一
年
四
月
二
三
日
を
ふ
ま
え
執
筆
さ
れ
た
こ
と
が
︑
注
の
中
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
︒
（
14）　
増
田
英
敏
・
判
例
評
釈
五
六
四
号
一
五
頁
（
判
例
時
報
一
九
一
二
号
一
七
七
頁
）
参
照
︒
（
15）　
本
件
大
阪
高
裁
判
決
（
平
成
一
八
年
三
月
二
四
日
判
決
）
と
同
様
に
︑﹁
行
政
不
服
審
査
上
の
異
議
申
立
て
又
は
こ
れ
に
続
く
取
消
訴
訟
﹂
と
﹁
租
税
の
賦
課
処
分
が
違
法
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
す
る
国
家
賠
償
請
求
﹂
の
﹁
両
者
は
そ
の
制
度
の
趣
旨
・
目
的
を
異
に
し
︑
租
税
の
賦
課
処
分
に
関
することだからといって
︑
その要件を具備する限り国家賠償請求が許されないと解すべき理由はない
︒﹂
と判示した裁判例と
し
て
︑
浦
和
地
裁
平
成
四
年
二
月
二
四
日
判
決
（
判
例
地
方
自
治
九
八
号
三
〇
頁
）
参
照
︒
及
︑
山
代
義
雄
の
評
釈
（
判
例
地
方
自
治
一
〇
〇
号
固定資産税の誤課税の救済（三・完） （西野敞雄）
二九
一
〇
九
頁
）
参
照
︒
（
16）　
準
備
書
面
に
お
い
て
言
及
し
た
の
か
否
か
︑
確
認
で
き
な
か
っ
た
︒
日
時
的
に
は
準
備
書
面
に
織
り
込
め
た
は
ず
で
あ
る
︒
（
17）　
こ
の
論
理
を
︑
自
己
の
利
益
に
な
る
は
ず
の
理
由
と
し
て
︑
そ
の
論
文
は
採
り
あ
げ
な
か
っ
た
可
能
性
が
あ
る
︒
も
っ
と
も
︑
冷
凍
倉
庫
を
め
ぐ
る
一
連
の
訴
訟
に
お
い
て
︑
課
税
庁
側
は
︑
排
他
性
を
強
く
主
張
し
て
い
る
か
ら
︑
課
税
庁
側
は
一
連
の
大
阪
高
裁
判
決
を
大
い
に
参
考
と
し
た
は
ず
で
あ
る
︒
（
18）　
六
甲
山
系
に
近
接
し
た
蘆
屋
市
の
土
地
に
関
す
る
判
決
昭
和
五
三
年
五
月
一
〇
日
判
決
（
判
例
時
報
九
二
九
号
）
参
照
︒
た
だ
し
︑
こ
の
原
告
は
不
動
産
会
社
で
あ
る
︒
　
　
　
な
お
︑
こ
の
蘆
屋
市
の
土
地
の
近
く
か
ら
︑
ト
ン
ネ
ル
を
抜
け
た
近
く
に
︑
平
成
一
八
年
三
月
二
四
日
大
阪
高
裁
判
決
の
問
題
と
な
っ
た
土
地
が
存
在
す
る
可
能
性
が
あ
る
︒
ま
た
︑
こ
の
蘆
屋
市
の
事
例
の
土
地
と
︑
最
高
裁
平
成
二
一
年
六
月
五
日
第
二
小
法
廷
判
決
（
判
例
時
報
二
〇
六
九
号
六
頁
）
の
土
地
及
び
大
阪
高
裁
平
成
二
一
年
六
月
五
日
第
二
小
法
廷
判
決
の
係
争
地
は
近
接
し
て
い
る
︒
そ
れ
な
ら
ば
︑
課
税
庁
は
十
分
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
︒
（
19）　
敗
訴
し
た
納
税
者
は
︑
同
業
の
冷
凍
倉
庫
業
者
が
係
争
し
て
い
る
事
情
を
知
っ
て
い
た
は
ず
で
あ
る
し
︑
法
務
部
も
し
っ
か
り
し
て
い
る
は
ず
で
あ
る
︒
大
阪
・
名
古
屋
高
裁
の
一
連
の
判
決
を
み
れ
ば
︑
対
応
で
き
た
は
ず
で
あ
る
︒
（
20）　
水野武夫
﹁
誤った課税の是正のあり方
﹂
税法学五六六号三八一頁
︒
小早川光郎
﹁
課税処分と国家賠償
﹂　
藤田宙靖博士
・東
北
大
学
退
職
記
念
﹃
行
政
法
の
思
考
様
式
﹄（
以
下
︑﹁
小
早
川
﹂
と
い
う
︒）
所
収
︒
人
見
剛
﹁
金
銭
徴
収
・
給
付
を
目
的
と
す
る
行
政
処
分
の
公
定
力
と
国
家
賠
償
訴
訟
﹂
都
立
大
学
法
学
三
八
巻
一
号
一
五
七
頁
参
照
︒
（
21）　
人
見
剛
﹁
金
銭
徴
収
・
給
付
を
目
的
と
す
る
行
政
処
分
の
公
定
力
と
国
家
賠
償
訴
訟
﹂
東
京
都
立
大
学
法
学
会
雑
誌
三
八
巻
一
号
一
五
七
頁
以
下
︑
と
く
に
一
五
八
頁
︒（
以
下
︑﹁
人
見
﹂
と
い
う
）
（
22）　
塩
野
宏
﹁
オ
ッ
ト
ー
・
マ
イ
ヤ
ー
行
政
法
学
の
構
造
﹂
有
斐
閣
︒
（
23）　
田
中
二
郎
﹁
行
政
行
為
論
﹂
有
斐
閣
︒
（
24）　
そ
の
一
審
お
よ
び
控
訴
審
に
つ
い
て
︑
訟
務
月
報
五
六
巻
二
号
︒
（
25）　
そ
の
代
表
と
し
て
︑
図
子
善
信
﹁
新
し
い
納
税
者
救
済
と
し
て
の
国
家
賠
償
請
求
訴
訟
を
考
え
る
﹂
税
六
七
巻
一
〇
号
一
三
頁
︒
（
26）　
首
藤
重
幸
﹁
税
務
訴
訟
に
お
け
る
﹃
公
定
力
﹄
の
危
険
性
﹂
税
務
弘
報
二
〇
一
一
年
三
月
号
二
頁
︒
も
っ
と
も
︑
立
法
的
意
見
も
示
さ
れ
て
い
る
︒
三〇
﹁
公定力
﹂
の概念自体を
︑
公法学会の質疑応答の中で
︑
かつて
︑
東京大学教授が
﹁
ゆらいでいる
﹂
と
︑
言及したこと自体を想
起
さ
る
べ
き
で
あ
る
︒
（
27）　﹁
人
見
﹂
一
五
七
～
一
五
八
頁
︒
（
28）　
山
内
一
夫
﹁
行
政
行
為
の
公
定
力
に
つ
い
て
　
違
法
な
更
正
処
分
と
国
家
賠
償
﹂
山
内
・
雄
川
編
﹃
演
習
行
政
法
﹄
四
七
頁
以
下
︒﹁
人
見
﹂
一
五
八
頁
︒
（
29）　﹁
人
見
﹂
一
六
一
頁
～
一
六
二
頁
︒
村
重
慶
一
﹁
損
害
賠
償
（
1）　
一
般
的
問
題
﹂
裁
判
実
務
大
系
（
20）﹃
租
税
争
訟
法
﹄
三
四
六
頁
︒
（
30）　
但
︑
控
訴
審
の
福
岡
高
判
那
覇
支
部
昭
和
五
二
年
三
月
二
五
日
︑
訟
務
月
報
二
三
巻
四
号
六
七
〇
頁
）
は
︑
前
述
の
と
お
り
︑
原
審
を
棄
却
し
た
︒
（
31）　﹁
人
見
﹂
一
六
二
頁
︒
（
32）　
本
稿
の
判
例
の
中
の
説
示
に
も
︑
又
課
税
庁
側
の
主
張
に
も
︑
こ
の
回
避
が
う
か
が
え
る
︒
（
33）　
碓
井
光
明
﹁
租
税
法
に
お
け
る
実
体
的
真
実
主
義
優
先
の
動
向
　
　
更
正
の
請
求
の
拡
充
及
び
固
定
資
産
税
課
税
誤
り
の
救
済
﹂﹁
山
田
二
郎
先
生
喜
寿
記
念
　
納
税
者
保
護
と
法
の
支
配
﹂
一
九
頁
︑
信
山
社
︒
（
34）　
塩
野
宏
﹁
行
政
法
Ⅱ
（
第
二
版
）﹂
有
斐
閣
︑
二
三
七
頁
︒
（
35）　
高
木
光
﹁
公
定
力
と
国
家
賠
償
請
求
﹂
水
野
武
夫
先
生
古
稀
記
念
論
文
集
　
三
頁
︑
法
律
文
化
社
︒
（
36）　﹁
小
早
川
﹂
四
三
二
頁
～
四
三
三
頁
︒
（
37）　﹁
小
早
川
﹂
四
三
二
頁
～
四
三
三
頁
︒
最
高
裁
平
成
五
年
三
月
一
一
日
判
決
（
民
集
四
七
巻
四
号
二
八
六
三
頁
）︒
（
38）　﹁
小
早
川
﹂
四
三
六
頁
が
引
用
さ
れ
る
宇
賀
克
也
﹁
国
家
補
償
法
﹂
四
六
～
六
八
頁
参
照
︒
（
39）　
図
子
善
信
﹁
固
定
資
産
税
の
実
地
調
査
の
法
的
位
置
づ
け
と
課
題
　
　
地
方
税
法
四
〇
八
条
の
解
釈
を
中
心
と
し
て
﹂
税
二
〇
一
〇
年
五
月
号
一
二
頁
︒
（
40）　
柴
由
花
﹁
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
と
地
積
～
不
服
申
立
て
と
立
証
責
任
の
問
題
﹂
税
二
〇
〇
九
年
八
月
号
四
頁
︒
